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演説に先立ち配布用として作成しましたので、当日の演説と表現その他に差異があります

ことをご了承ください。 
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本年 4 月の選挙において、再選を果たすことができましたのは、市議会議員

の皆様、また市役所の職員に協力いただいた 4 年間の市政運営のおかげと心か

ら感謝申し上げます。 

今議会は、2期目の最初の市議会定例会となります。開会に際し、市長として

今後の市政運営について、私の所信の一端を述べさせていただきます。 

 

【はじめに】 

ロシアとウクライナ、イスラエルとパレスチナなど紛争の終息が見えない中、

新たに核を持つ国が核の脅威に脅え、武力を発動させ世界経済に混乱を起こし

ています。既にエネルギー価格に対しては、政府の対応が進められていますが、

連動する物価高騰は、日々の生活や経済活動に影響を及ぼし、市民生活を逼迫

させ、様々な「格差」を拡大させていることを深刻に受け止めなければなりま

せん。 

 

また、経済的な格差は、教育の格差につながります。こどもは自ら生まれ育

つ環境を選択することはできません。その違いが、教育の質や量に差を生じさ

せ、こどもたちの人生までも左右します。 

すべてのこどもたちは、無限の可能性を持っています。生まれ育った環境に

関係なく、自らが希望する道を選択できる「機会の平等」を与えてあげなけれ

ばなりません。 

 

私は前期の 4年間、市政に対する信頼の回復を最優先に、「市民目線」と「現

場主義」を掲げて、市政運営に取り組んでまいりました。 

その中で、子育て支援の充実、地域経済の活性化、健康寿命の延伸、防犯・

減災対策の強化などを含め、1期目の公約を 96.9％達成できました。 

 

市制施行から 92 年で、「人口 50 万都市」となった今、本市が抱える課題は、

より広範かつ複雑になってくると思われます。本市は、市民に最も近い基礎自

治体として、弱い人やハンディキャップがある人の声にも耳を傾け、必要な支

援を届けていかなければなりません。  

 

これからは、50 万都市にふさわしい行政サービスと都市の在り方を考え、従

来の枠組みや、目に見えない壁に惑わされることなく「住民のためにどうある

べきか」「こどもの未来のためにどうあるべきか」を基本に、柔軟な発想とスピ

ード感をもって、本市を新たなステージに乗せていく決意でいます。 
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【施策】 

本市は「健康寿命日本一」をスローガンに掲げています。 

今後も、健康寿命の延伸をさらに加速させるため、「健康ポイント Aruco」や

「ゴールドシニア」を対象とした施策を推進していくとともに、健康診断や各

種がん検診の受診率を向上させるほか、予防接種や健康相談を実施するなど、

病気の予防と早期発見に努めてまいります。 

 

医療・介護需要が増大する中、健康維持に不可欠な医療体制に不安を抱える

声が届いています。 

 

本市の南部では近隣市も含め、高度医療機関へのアクセスが可能となりまし

たが、中部では中核的な医療機関の体制に変化があり、これを契機に、3次救急

を目指していかなければなりません。 

北部においては、基幹病院と呼べる規模の医療機関が不足しているなど、地

域格差が顕在化しています。 

 

そこで、市全体を俯瞰したうえで、持続可能な医療体制を構築していくため、

本年１月に「市川市基幹病院会議」を開催し、市内医療機関の皆さんと現状や

課題を共有いたしました。 

これを足掛かりとして、市民の皆さんが適切な医療を受けられるよう、医師

会や医療機関との連携強化を図ってまいります。 

 

本市ではこれまで、国に先んじて「学校給食費の無償化」や「第 2 子以降の

保育料無償化」また「子ども医療費助成の拡大」など子育て家庭の経済的な負

担を軽減する施策を進めてまいりました。 

 

さらに、より多くの家庭が安心してこどもを育てられる環境を整えるため、

新たに「第１子の保育料を無償化」したいと考えています。 

 

あわせて、幼稚園・保育施設に入る前のこどもをご家庭で育てている世帯に

対し、月額 1 万 5 千円を支給する「市川こども手当」も創設して、幼保の共存

を図りつつ、家庭での子育ても選択肢とすることで、多様な子育てスタイルを

社会全体でしっかりと支援してまいります。 

 

また「新婚生活住まい応援補助金」を引き続き実施することで、若い世代の

結婚と定住を促進してまいります。 
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子育てをしたいまちを考えるうえで、大切なのは教育です。 

令和 8年度は「教育改革元年」と位置づけ、5つの重点方針を掲げ、教育委員

会とともに推進することで、こどもたちの育成に取り組みます。 

その一環として、「（仮称）言語探究科」を新設し、探究的な学びを通じた読

解力とコミュニケーション能力を高めつつ、英語教育のモデルを構築してまい

ります。 

 

学校施設の老朽化が課題となっております。宮田小学校をはじめとした校舎

の建替えを計画的に進めるとともに、エアコンの設置、トイレの洋式化などは

スピード感を持って整備してまいります。 

 

「教育改革元年」は、新たな選択肢と目標を創出することで、本市の公教育

を次の段階へと進めていくものです。少子化が進む時代だからこそ、より丁寧

にこども達一人ひとりに寄り添い、個性や可能性を伸ばす特色ある学校づくり

を本市が本腰を入れて考えていかなければなりません。 

 

そこで、こどもたちの新たな目標として、魅力ある「市立高等学校の創設」

を考えていきたいと思います。その学校では、国際的な教育プログラムである

「インターナショナル・バカロレア認定校」として、知識の習得にとどまらず、

自ら考え、表現し、世界の大学へ進学する資格の取得を後押ししていきたいと

考えております。 

 

さらに「民間からの校長登用」やスポーツ分野における「優秀な指導者の招

へい」など、志を持って挑戦できる環境を整え、こどもたちの能力を大切に育

てる教育の実現を目指したいと思うのです。 

 

また、支援が必要な児童生徒の増加に対応するため、「特別支援学校」を増設

してまいります。  

 

教育は、国の将来そのものであり、市川で育ったこどもたちの選択肢を広げ

ることは、市川市の未来の可能性を広げることにつながります。 

引き続き、教育長とともに、魅力ある新たな教育環境の実現に向け、着実に

歩みを進めてまいります。  
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人生 100 年時代、より豊かな人生を送るために、「いちかわ市民アカデミー講

座」など生涯を通じて学び続けられる仕組みを整えるとともに、民間企業や「大

学コンソーシアム市川」との産官学連携を深めることで、地域コミュニティを

活性化させ、活気あふれるまちづくりへと繋げてまいります。 

 

人と人とのつながりが希薄化する中で、誰もが社会から孤立することなく、

つながり支え合う「地域共生社会」の大切さが再認識されています。 

 

児童虐待やヤングケアラー、ダブルケアや 8050 問題、地域からの孤立やひき

こもりなど、従来の制度や分野の枠に当てはまらない「制度の狭間にある課題」

にも対応するため、「福祉よりそい相談窓口」をはじめとする包括的な相談・支

援体制を充実させ、社会参加につなげてまいります。 

 

ゴールドシニアの皆さんには、引き続き、「チケット 75」による外出支援や、

リハビリテーション専門職が指導する「いちわかプログラム」によるフレイル

予防など、健康づくりに取り組めるよう後押しします。 

 

障害福祉サービスの利用者は年々増加し続けています。本市では、医療的ケ

アを必要とする方の受け入れ可能な施設が不足しているため、行徳地域に新た

な生活介護施設を整備します。 

 

生活困窮世帯が抱える複合的な課題に寄り添う相談機関や、「いちカレ」やフ

ードリボン、こども食堂、フードバンクなどの関係団体との連携を深め、孤立

を防ぎながら、誰もが安心して暮らし続けられるよう、社会保障と生活支援の

充実を図ってまいります。  

 

また、地域福祉を支える基盤として、民生委員・児童委員、保護司、さらに

は社会福祉協議会の皆さんが、それぞれの立場から重要な役割を担っていただ

いております。 

今後も、これら関係団体との連携を一層強化し、情報共有や支援体制の充実

を図りながら、地域全体で支え合う福祉のまちづくりを推進してまいります。 

 

本市はこれまで、国に先駆けて「多様性を尊重する社会を推進するための指

針」を策定し、パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度の導入や性の多

様性への理解を深める教育環境の整備、ジェンダーレス制服の普及などに取り

組んでまいりました。 
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男女共同参画社会の実現に向け、女性の地位向上や男性の家庭参画の推進に

取り組み、男女の不平等感や性別による役割分担意識の解消に努めます。 

 

引き続き人権をテーマにしたヒューマンフェスタ開催や、適正な時期に

LGBTQ+の理解促進に向けた講座など、多様な価値観を認め合いながら、誰もが

自分らしく生きられる社会の実現に向けて歩んでまいります。 

 

本市の外国人住民は、112 ヶ国 2万 5千人を超え、近年さらに増加が進んでい

ます。多文化共生社会の実現には国籍や文化の違いを、たとえ時間をかけてで

も互いに理解し尊重し合う社会にしていかなければなりません。 

まずは、日本での生活ルールやマナーへの理解を深めてもらえるよう、やさ

しい日本語で作成したチラシの配布を通じた情報発信を充実させてまいります。 

 

本市は、姉妹・友好都市やパートナーシティである「アメリカ合衆国のガー

デナ市」「中華人民共和国の楽山市」「インドネシア共和国のメダン市」「ドイツ

連邦共和国のローゼンハイム市」「フランス共和国のイッシー・レ・ムリノー市」

と様々な分野で交流を進めてきました。 

今後も、市川市国際交流協会などと連携しながら、友好な交流を通して、相

互理解と信頼醸成を図り、国際平和実現の一助としてまいります。  

 

地震大国である我が国では、市民一人ひとりの防災意識を醸成するとともに、

地域防災の核となるリーダーや消防団員、女性消防クラブ員の確保・育成に努

め、「人を育てる防災」を推進してまいります。 

 

避難所では、精神的・身体的に大きな負荷がかかります。せっかく助かった

命が間違っても避難所生活で失われることがないよう、避難所環境のハード面

の整備に加え、民間企業や他自治体との災害協定などにより、ソフト面におい

ても災害時の支援体制を強固なものにしてまいります。 

また、防災 DX を推進することで、現場の情報を正確かつ迅速に災害対策本部

へ伝達し、的確な判断を下すことを可能にしてまいります。 

 

火災や災害などから市民の生命と暮らしを守る消防行政は、地域社会の安全

と安心の礎となるものです。 

行徳地域を管轄する南消防署は、老朽化が進んでいます。住民と話し合いの

うえ、南消防署を新浜幼稚園跡地へ移転し、これまでの消防機能に加え、救急

搬送、また災害時の拠点として十分な規模を有する施設を整備してまいります。 
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令和 7 年には、過去 5 年間で最多となる 2,900 件もの犯罪が市内で発生いた

しました。多発している犯罪を未然に防止し、市民の皆さんが不安を感じるこ

とのない、安全で安心なまちをつくらなければなりません。 

 

現在、市内には約 1,600 台の防犯カメラが設置されておりますが、自治会を

通じて、市民の皆さんのご要望や、市川警察署と行徳警察署の意見などを聞き

ながら、より犯罪抑止効果の高い場所へ防犯カメラを新設いたします。 

 

また、路上喫煙禁止区域の適正な管理やマナーの向上のため、市民マナー条

例推進指導員の巡回を継続するとともに、適切な場所に喫煙所の設置も検討し

てまいります。  

 

自転車の交通ルール違反が事故につながっているケースが日常的に起こって

います。昨年の事故件数は 820 件で、そのうち 3 分の 1 は自転車が絡んでいる

事故です。 

このような事故を減少させるため、今年の 4 月 1 日に改正された道路交通法

の周知啓発に努めるとともに、自転車レーンの整備を進め、誰もが安心して快

適に通行できるまちを目指します。 

 

今年度より、2050 年までのまちづくりの方針を定めた「都市計画マスタープ

ラン」が始まりました。その中では、都市整備の基本目標を定め、より多くの

人に「本市に住み続けたい」と思ってもらえるまちづくりを進めてまいります。 

 

本八幡駅北口駅前地区の再開発は、権利変換に進む段階です。駅前エリアの

商業施設の充実や、狭あいな道路の拡幅などを課題とし、地域住民の声に耳を

傾けながら、本八幡駅北口駅前地区市街地再開発組合と行政が連携し、災害に

強く賑わいがあるエリアとしてまいります。 

 

また、信篤地域においては、公民連携（PPP）の手法を取り入れ、計画されて

いる複合施設は、従来の公共施設に加え、地域の多様なニーズに応える新たな

拠点として整備し、災害時には防災拠点としての機能も備えることができるよ

うに進めてまいります。 

 

現在、北千葉道路や新湾岸道路、江戸川水閘門、(仮称)押切・湊橋など、大

規模な整備計画が複数進んでいます。 
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これらの道路や橋は、本市から東京都や成田空港などへの物や人の流れを活

性化させる、交通の新たな要となるものです。事業の早期実現に向けて国や県

に市長自ら働きかけるとともに、これらの道路を十分に活かしたまちの姿を検

討してまいります。 

 

また、街なかの交通渋滞を解消するため、道路の拡幅や右折レーンの新設な

ど、道路の整備や無電柱化の計画を加速させるなど、歩行者が安心して通行で

きる環境を一つ一つ整えてまいります。 

 

公共交通機関が手薄となっている地域においては、引き続き「移動プラン 75」

におけるデマンド型乗合タクシーにより移動手段を確保してまいります。 

 

下水道普及率は、令和 7年度末で 81.2％に達し、ようやく 80％台に乗せるこ

とができました。しかし、同時に施設の老朽化という大きな課題も抱えており、

管の腐食や破損による道路陥没などのリスクが顕在化しております。 

下水道施設を健全に維持するため、定期的な調査によるリスク管理の徹底と

「市川市下水道ストックマネジメント計画」に基づく計画的な長寿命化を図っ

てまいります。 

 

また、近年の気候変動に伴う台風の大型化や集中豪雨は、私たちの暮らしを

脅かす深刻な問題となっています。浸水被害を最小限に食い止めるため、雨水

管渠など下水道施設の計画的な整備により、本市の排水機能を強化してまいり

ます。市川南ポンプ場は、令和 9 年 3 月の完成を予定しており、これにより治

水対策を一層強固なものとしていきます。 

 

本市の空き家は増加傾向にあり、その一部は適切な管理がなされていない状

況です。実態の把握を徹底し、空き家の除去に伴う費用や、地域活性化に資す

る施設に改修する際の費用の補助を行います。また、一般社団法人千葉県宅地

建物取引業協会市川支部長を空家対策推進参与にお招きし、空き家活用を促進

しているところです。 

 

老朽化した市営住宅に対しては、「市川市住宅セーフティネット計画」に基づ

き、誰もが安心して暮らせるよう計画的な改修工事や設備更新を行い、安全性

を確保します。 

また、住宅のリフォーム支援やマンションの耐震診断に対する補助を継続し

てまいります。 
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夏季における猛暑から市民の生命を守るため、民間施設も含めて市内各地に

クーリングシェルターを利用できる環境を整えてまいります。 

また、地球温暖化の問題から目をそらすことなく、できる限りの対策を行い、

二酸化炭素排出量を 2030 年までに 50％削減、2050 年までに実質ゼロという温

室効果ガス削減に向けた取り組みを進めてまいります。 

 

本市が国から選定を受けた「脱炭素先行地域」としての取り組みは、賃貸集

合住宅が多い都市部におけるモデルケースとして期待されています。太陽光パ

ネルの設置・窓の断熱化・クリーンエネルギーへの転換を 3 本の柱として、成

果を出し、本市の「いちかわクリーンエネルギー株式会社」を核としたエネル

ギーの地産地消を加速させ、まちの魅力を高めてまいります。 

 

「ごみの分別収集」については、今まで徹底できていなかったことを反省し

なくてはいけません。 

既に横浜市では、市長のリーダーシップにより、市民・事業者・行政が一体

となって 15 品目の分別を定着させ、ピーク時に比べ、ごみの排出量を半分近く

までに減少させました。 

 

本市におきましても、市民の皆さんのご理解とご協力のもと、ごみの分別収

集を徹底し、再資源化・減量化を着実に進め、環境先進都市いちかわを実現し

てまいります。 

 

「生命の尊厳」とは、人や動物の命を守ることだけではありません。 

北部に多く見られる緑地や減少しつつあるクロマツなどの樹木の保存に努め

てまいります。 

 

里海である三番瀬の自然環境を再生するためには、傷ついたままの自然に手

を加え、浅瀬に住む生態系の復元に努めてまいります。事前覆砂は、その効果

が検証され、今後は、漁業協同組合や環境団体と協力して、生命あふれる海と

するため、三番瀬の干潟再生を行い、次世代へつないでまいります。 

 

昨年は、「いちにゃんサポート」を開設しましたが、地域猫活動への支援をさ

らに改善し、中核市に移行した際には、動物愛護センターも視野に入れ、多様

な生きもののいのちが尊重される施策を進めてまいります。  
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老朽化する公園施設については、定期的な点検を行い、誰もが安全に安心し

て利用できるよう整備するとともに、インクルーシブ遊具の導入も検討し、年

齢の差や障がいの有無に関わらず、誰もが笑顔で遊べる環境を広げてまいりま

す。 

 

市川の象徴である江戸川や真間川、大柏川などの水辺空間は、都市の魅力を

高めるかけがえのない財産です。治水対策とともに、水の浄化を進め、市民の

皆さんの心に潤いを与える交流の拠点にしたいと考えています。 

今後も「江戸川・水フェスタ in いちかわ」や、水辺ウォーク・水辺クルーズ

などのイベントを通じて、市民参加による水辺のまちづくりを進めてまいりま

す。 

 

市民ニーズや地域課題が複雑化する中では、地域住民の支え合いが欠かせま

せん。そのため、市内 225 自治会と各地区の連携を深める自治会連合協議会が

果たす役割は重要となっています。今後も、自治会コミュニティ活動支援補助

金や集会施設の建替費用補助など、自治会活動を積極的に支援してまいります。 

また、人と人とのつながりや地域への愛着を育むため、市民まつりをはじめ

とする地域の祭りやイベントを後押ししてまいります。 

 

さらに、デジタル時代に即した支援として、これまで回覧板や掲示板で確認

していた情報を配信し、スマートフォンでタイムリーに受け取ることができる

電子回覧板の導入、デジタル地域通貨 ICHICO を活用した地域活動の活性化を図

ってまいります。 

 

市民活動団体が活躍しやすいよう公民館や「八幡市民交流館ニコット」「ぴあ

ぱーく妙典 COCO」などを活用していただき、イベントや講座開催で、市民の交

流を深める取り組みも充実させてまいります。 

 

本市は、古くから文人墨客に愛されたまちです。 

三田文学会のご協力のもと、永井荷風文学賞を創設し、本年は第二回の授賞

式を行う予定でおります。 

 

日本を代表する芸術家 120 人からなる国の栄誉機関「日本芸術院」の会員で

あり、日展理事長も務められた市川市名誉市民の洋画家、中山忠彦先生がお亡

くなりになられたことは残念でなりません。 
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中山先生をはじめ、市内の芸術家の作品を鑑賞できる場として、市内に点在

する芳澤ガーデンギャラリーや木内ギャラリー、東山魁夷記念館、郭沫若記念

館などの施設を活かすため、拠点となる美術館を開設したいと考えております。 

 

これからも、市民の皆さんが文化・芸術を身近に感じ、自ら創造を楽しむこ

とができるイベントの開催や文化施設の充実、各団体との連携強化などを進め

てまいります。 

 

昨年、「第 6 回全国国府サミット in 市川」が開催され、国府があったまち、

市川の発信をすることができました。 

今後も本市に残された、多くの歴史・文化遺産を後世に継承してまいります。 

 

また、「行徳の神輿文化と祭礼」を、市の無形民俗文化財に指定いたしました

が、無形民俗文化財の維持管理に係る補助金を交付するほか、担い手の発掘・

育成に取り組んでまいります。 

かつて塩田として栄えた歴史を活かし、「行徳の塩」を現代に復活させること

で、郷土への愛着を醸成したいと考えております。 

 

令和 6年度から市内全域で運用を開始したデジタル地域通貨 ICHICO による令

和 7 年度の経済効果は 20.8 億円と試算されました。5 月中旬時点で、加盟店舗

数は 1,223 店舗、利用者数も 16 万 3,833 人まで増加しております。 

 

今後も、地域経済活性化の核として、物価高騰にも対応していくほか、クリ

ーン作戦への参加やカーボンニュートラルの推進などの取り組みには、行政ポ

イントを発行してまいります。 

 

活力あるまちであり続けるためには、商店会の存続や商店街の活性化は不可

欠です。 

 

中山参道活性化事業をはじめ、集客力を高めるためのイベントへの助成など

を進めるとともに、街路灯やアーケードの電灯設置など商店街を整備するため

の補助金を交付してまいります。 

中小企業事業者の経営基盤の安定化を図るため、融資制度を通じた支援を実

施します。 

今後も、市川商工会議所の親会・女性会・青年部や市川市商店会連合会、ま

た市内工業会と連携を深め、地域商工業の振興と活性化に取り組みます。 
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本市の農業は、「市川のなし」をはじめ、都市近郊の立地を活かした野菜、花

き栽培が盛んです。 

JA いちかわ（市川市農業協同組合）と協力し、梨の花粉を採取する「梨花隊」

への参加を推進してまいります。また、農作業の効率化を図るとともに、加工

品開発の支援を通じた農産物の付加価値を高めることで、販路拡大を牽引して

まいります。 

 

本市は、市川市漁業協同組合と連携して「いちかわ三番瀬まつり」などのイ

ベントを開催し、市民が海に親しめる機会を創出していますが、一方で、市川

漁港の改修を行い、漁業環境を整備しなければなりません。ノリ養殖やアサリ・

ホンビノス漁などを営む漁業経営者を支援します。 

 

引き続き、力強いトップセールスと、農業・漁業の協同組合との緊密な連携、

そして現場の環境整備を統合的に進めることで、農林水産業が持続できるよう

に協力を続けてまいります。 

 

思いがけず、市川市動植物園のニホンザル「パンチくん」が世界的な注目を

集めて、話題となっていますが、職員、スタッフの努力を多としたいと思いま

す。また、クラウドファンディングによる「おさるーむ」の整備もあり、「市川

ファン」の輪が広がっています。 

この好機を逃さず、歴史・文化・自然が調和した市川市を SNS などで発信し

てまいります。  

 

本年開催されたミラノ・コルティナ冬季オリンピックにおいて、本市在住の

「中井 亜美 選手」が見事、銅メダルを獲得されました。今議会中に市民栄誉

賞をお渡ししたいと思います。 

 

長い間、市民に親しまれた既存の市民プールは、施設としては老朽化し、い

つ事故が起こるかと心配していました。大変残念ですが、本年の夏をもって終

了し、三番瀬や行徳近郊緑地があるオーシャンビューの開放的な景観を持つ塩

浜にプールの移設を計画しています。 

 

スポーツには人と人とをつなぎ、まちに一体感を生み出す力があります。 

市民がスポーツに触れられる機会を創出するため、今後も、包括協定などを

締結している「千葉ジェッツ」や「千葉ロッテマリーンズ」「ブルーサンダース」

「クボタスピアーズ船橋・東京ベイ」と力を合わせてまいります。 
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さらに、本市をホームタウンとするサッカーチーム「ブリオベッカ浦安・市

川」などから、引き続き、Ｊリーグ参画基準を満たすスタジアムを求められた

際には、整備を検討してまいります。 

 

また、新たなスポーツ分野として、こどもから高齢者まで幅広い世代が交流

できるｅスポーツの振興に取り組んでまいります。 

 

市川市スポーツ協会やスポーツ推進委員などと連携しながら、スポーツが持

つ多面的な魅力を最大限に活かし、障がいの有無や年齢にかかわらず、全ての

市民が自分に合った形でスポーツができる環境を充実させてまいります。 

 

デジタル地域通貨 ICHICO と併せて、各種オンライン申請など、電子市役所を

目指した DX を推進してまいりました。今後は、こうした取り組みを一歩進め、

法令や業務マニュアルなどの情報を学習させた生成 AI を導入し、全庁的な活用

を本格化します。 

 

さらに、外部有識者を CIO 補佐官として招へいすることを検討し、高度な知

見を最大限に活用することで、最新のテクノロジーを市民一人ひとりの幸せに

つなげる、次世代の行政運営を強力に推し進めてまいります。 

 

これまで、広報いちかわにおいて市長コラムを 95 回にわたり掲載し、市長を

より身近に感じていただけるように、意識してまいりました。 

また、タウンミーティングを 4年間で 40 回開催したのも、様々な地域の現場

に赴き、直接市民の声に耳を傾けるべきだと思ったからです。 

 

今後も、こうした対話の機会を大切にし、市民の皆さんが地域で望んでいる

ことを確認したうえで、順次対応してまいります。 

 

また、防災や災害時の緊急情報を迅速かつ分かりやすく届けるため、広報い

ちかわや SNS、YouTube などを活用してまいります。加えて、インフラが被災し

た場合でも、より幅広い世代へ情報が届けられる仕組みを考えてまいります。  
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【むすび】 

市川市を愛し、このまちで生きることを選んでいただいた皆さんが増え、今、

人口 50 万人という節目を超えることができました。 

 

しかし、こどもたちがお腹一杯食べ物を食べ、笑顔で暮らせるまちになって

いるのか！？ 

誰もが最善の医療や福祉サービスを受けられるまちになっているのか！？ 

義務教育に留まらず高等学校も含め、連続した学びの中でこども達が世界に

羽ばたく可能性を秘めたまちになっているのか！？ 

市民の協力を得て、本気でごみの分別を行うまちになっているのか！？ 

と自分自身に問いかけているのです。 

 

もしかすると、本市は緑や自然を残してはいるものの、東京に隣接するとい

う地政学的優位性だけに依存して、あぐらをかいてきたまちだったのではない

でしょうか？ 

 

これからの市川市は、本当の意味で、誰一人取り残すことなく、自立し、自

らの意志で歩み続けるまちへと変貌を遂げなければならないのではないのでし

ょうか！！ 

 

その第一歩として、人口規模にふさわしい行政サービスを市民の皆さんに届

けていくため、中核市への移行に向けて検討を進めたいと考えております。 

 

これまで県が担ってきた「保健所」や「児童相談所」、さらには「動物愛護セ

ンター」など、市民生活に密接に関わる分野において、市がより主体的に役割

を担うことが可能となり、とりわけ、こどもや高齢者、障がいのある方など、

支援を必要とする方々やネグレクト、ヤングケアラーといった、表面化しにく

く、家庭や地域の中に埋もれがちな課題にも責任を持ち、スピーディーな対応

ができるようになります。 

 

さらに、感染症対策をはじめとする保健分野においても、市民に近い立場で

情報を集約し、迅速に意思決定ができれば、よりきめ細やかな支援が可能とな

るでしょう。  
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本市は、東京 23 区を除き、全国の市町村のうち 28 番目の人口規模を有する

都市となりました。そのうち、約 370 万人を有する横浜市から 20 番目の静岡市

までは政令指定都市、21 番目から 26 番目までは中核市となり、地方行政を運営

しております。 

未だ一般市のままなのは、27 番目の松戸市と本市だけという事実があります。 

 

中核市への移行をためらうことは、本来自分たちで担えるはずの権限を県に

委ね続けることであり、自治体としての積極的な役割を遠ざけているものにほ

かなりません。 

中核市移行については、ぜひ市議会の皆様と議論を重ねていきたいと考えて

おります。 

 

本市が将来にわたり持続可能な発展を遂げていくため、そしてこどもから高

齢者まで、誰一人取り残すことなく 50 万人すべての市民が心身ともに健康で、

生きがいと安心を実感しながら暮らすことができるまちとなるため、私はこれ

からも、「市民目線」と「現場主義」を信条に、公正で透明性の高い市政運営を

徹底し、精力的に活動を続けるとともに、市民の皆さんから信頼される行政を

目指すことをお約束いたします。 

 

リーダーとして 2 期目に託された責任の重みをしっかりと受け止め、両副市

長と協力し、このまちを次のフェーズに進めていくため、全力で舵取りをして

まいります。 

 

市民の皆さん、そして議員各位のご理解とご協力を心よりお願い申し上げ、

私の所信表明といたします。 

 

 


